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研究成果の概要（和文）： 認知症高齢者の早期発見・早期対応の地域ケアシステムづくりに資するマネジメン
トを検討した。調査は、認知症初期集中支援推進事業の具体化とネットワーク化およびシステム化のための活動
等をインタビューし、質的に分析した。結果として、認知症の啓発活動、開業医の理解を得る活動、認知症カフ
ェや通いの場などのケア資源を創る活動を行っていた。加えて、認知症高齢者・家族とケア提供者を含む全体を
俯瞰して、目指す地域の姿を明確にし、総合的な支援システムとして評価する認識があった。認知症地域ケアの
あり方を具体的に描き、その上で新たな事業の活用を検討することの重要性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to examine the management that contributes to the creation 
of a regional care system for older adults with dementia. We conducted semi-structured interviews 
regarding activities for the realization and systemization of the intensive care management project.
 
Activities are organized as follows,"spreading the understanding of early support for dementia among
 older adults”,“gaining understanding of medical doctors regarding early support for dementia”, 
and “creating care resources, such as dementia cafes and commuting places, with community
members”. In addition, the following perceptions were captured, “to clarify the desired image of 
the community”, and "to evaluate as a comprehensive support system through looking at the whole 
including the older adults with dementia, their families, and care providers. It was suggested that 
drawing a concrete picture of how a dementia care in the community should be and then considering 
the use of new projects are important.

研究分野： 地域看護学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 認知症の早期支援・早期対応の充実に向けた地域ケア体制づくりの取り組みを市町村保健師の立場から検討し
た。認知症高齢者の増加が見込まれる中で、市町村担当者には新しい施策をどのように活用するか、という認識
が重要であることが確認された。認知症高齢者を中心に据えた初期支援における「予防」とは、高齢者の孤立・
孤独を防ぐこと、家族の抱えこみを防ぐことという示唆が得られた。個別支援の充実と地域ケア体制づくりの双
方を有機的に連動させていく、調整機能を具体的に示すことができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 認知症高齢者の早期発見・早期対応は、地域保健活動の課題として取り組まれてきている。し
かし、認知症の疑いに気づいてから家族が問題解決にむけて行動を起こすまでに時間がかかっ
ていることが報告されており（木村他、2011、小谷、2012）、早期受診に向けた阻害要因と促進
要因も報告されている（竹本、2016）。認知症ケアが進んでいるといわれているイギリスでは、
早期対応における地域看護師の役割（Keady、2004）や家族を中心とした看護のあり方
（Harrison,2016）が報告されているが、わが国では初期対応において支援者が戸惑いを感じて
いることが報告されている（全国訪問看護事業協会、2015）。 
 認知症対策において目指す姿として「認知症の人の意思が尊重されできる限り住み慣れた地
域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる社会の実現」が掲げられている。地域にお
ける課題として「危機的な状況の事後対応」になっている現状が認められ、その対策の１つとし
て認知症初期集中支援推進事業が地域支援事業に位置づけられた。 
 これらの状況を踏まえて地域看護の課題として、（１）多職種による集中的なケアマネジメン
トの必要性の判断、（２）当事者を含む家族に対する多職種によって提供されるケアの質の担保、
（３）集中支援が終わったあとのケアの継続性の保証、（４）医療と生活支援を統合的に提供す
る一連の取り組みを通した地域づくりへの貢献が考えられる。実施主体である市町村保健師、地
域包括支援センター保健師には、高度なマネジメント力が求められるが、それに貢献する知見は
少なく、理論構築は喫緊の課題であると考え、本研究の着想に至った。 
 
２．研究の目的 
 認知症高齢者の初期支援に焦点をあて、認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り
住み慣れた地域で暮らし続けられるために、認知症初期集中支援推進事業を含む種々の地域ケ
ア資源が、有機的に機能するためのマネジメント指針を作成する基礎的研究を行う。 
 具体的な目標としては、（１）個別援助から地域ケアシステムづくりに発展した行政保健師の
実践に関する文献検討、および関連文献の検討を行い、分析視点を検討する。（２）認知症初期
集中支援事業の具体化に係る活動内容について、（１）で作成した分析視点を使って検討を行い、
地域ケア資源の１つとして機能させるためのマネジメント指針（案）を作成する。 
 
３．研究の方法 
 認知症ケアの初動期集中支援システムが予防機能を発揮するためのマネジメント指針を検討
するために、次の内容を段階的に取り組んだ。 
 
調査１：個別援助から地域ケアシステムづくりに発展した行政保健師の実践活動に関する文献
検討 
１）目的 
これまでの地域保健活動の実績から、新しい認知症施策の中での保健師の役割発揮に向けた示
唆を得る。 
２）研究方法 
 分析対象の選定：日本の自治体保健師による認知症の地域ケア実践の記録を入手するために、
医学中央雑誌 web 版を使って、“認知症 and 保健師”、“認知症 and 地域ケア”を検索語とした文
献検索を行った。抽出された文献から、認知症に関わる地域の課題解決に向けた実践であること、
地域ケア体制の進展が認められるもの、自治体保健師が筆頭著者であるものを選定し、1990 年
～2016 年に発表された 19文献を分析対象とした。 
 分析方法：記載内容を熟読したうえで、活動概要を要約してキーワードを表に示した。次に、
記載内容から「保健師は認知症に関わる地域の課題解決にむけてどのような問題意識をもって
いたのか（保健師の問題意識）」「活動内容として、何を目的に何を行ったのか（活動内容）」「ど
んな人（職種）と協働したか（協働した人・職種）」「この活動を通した保健師の手応えや気づき
は何か（保健師の手応えや気づき）」を抽出した。 
 さらに、「保健師の問題意識」と「保健師の手応えや気づき」は施策の変化による影響を受け
ると考え、施策の施行時期に分けて整理した。また、「活動内容」と「協働した人・職種」は一
緒にして「活動のねらい」としてその内容ごとに分類した。 
 倫理的配慮として、著者の意図を損なうことのないように配慮した。 
 
調査２：認知症高齢者の初期支援体制づくりにおける市町村保健師の活動に関する事例調査 
１）目的 
 認知症高齢者の初期支援体制づくりとして、認知症初期集中支援推進事業に焦点をあて、当該
事業をこれまでの認知症地域ケアに取り込み、定着させるまでの実践内容を明らかにする。 
２）研究方法 
 認知症高齢者の初期支援体制づくりに取り組んでいる自治体として、認知症初期集中支援推



進事業のモデル事業採択自治体、地域保健関係の雑誌等に初期支援の体制づくりの活動を報告
している自治体から調査協力候補自治体を選定した。調査協力候補自治体のうち、調査協力の意
思を確認できた自治体を対象とした。 
 調査方法は、認知症初期支援に関する質問で構成されるインタビューガイドを用いた半構成
的面接を用いた。了解を得てインタビュー内容を録音した。分析は、自治体ごとに質的帰納的に
行った。 
３）倫理的配慮 
 調査の目的、内容等について書面と口頭で説明し、協力の了解を得て実施した。長野県看護大
学倫理委員会の承認を得て行った（2017-8）。 
 
４．研究成果 
（１）調査１の研究成果 
 認知症地域ケアに関する保健師の問題意識は、『介護保険法制定以前』では、“認知症高齢者を
家族内で抱え込む状況”があることや“福祉関係者との連携不足”という地域の状況を課題と認
識していた。 
『介護保険制定後』では、“要介護状態になる前の対応を充実させる”、“民間委託の地域包括支
援センターの強化”、“市町村合併後の認知症対策の再構築”のように、高齢者福祉の体制が大き
く変化したことによって予防活動の軸足をおけるようになったことや市町村合併という自治体
組織の変化を受けて認知症対策を組み立てなおす必要性を認識しているものがみられた。 
 認知症の地域支援体制強化の施策が施行された以降は、“認知症の理解と適切なケアを学ぶ啓
発活動に重点を置く”ことや“キャラバンメイトとして活動する過程で地域の認知症高齢者の実
状を知る”というように、認知症対策の推進に係る問題意識がみられた。 
 19 文献から、12 の活動のねらいを取り出すことができた。すなわち、＜地域の関係者とのネ
ットワークづくり＞、＜認知症者と家族が抱えている困難や地域の課題を把握する＞、＜支援に
関わる関係者が共同してニーズ把握を行う＞、＜保健の視点を取り入れて高齢者の生活を捉え
る＞、＜家族どうしの交流・介護力の向上＞、＜地域住民による支援の充実＞、＜認知症に対す
る保健師の対応力を高める＞、＜地域住民、保健、医療、福祉、教育等が一体となった活動＞、
＜地域包括支援センターとの協働＞、＜施策の重点に認知症対策を位置付ける＞という内容で
あった。これらの内容は、認知症者と家族の援助ニーズに対応できるように住民の参加協力を得
ながら多職種が共同して支援していく地域づくりの内容であった。 
 
（２）調査２の研究成果 
６つの自治体から調査協力が得られ、11名にインタビューを実施した。 
活動の内容として、自治会やサロンに出向いた健康教育を実施して認知症初期支援の大切さ

を伝えるなどの＜住民が認知症を特別視せず認知症に対して適切に対応できるための働きかけ
＞、高齢者の主治医が認知症への理解と関心を高めて連携体制を築く＜認知症早期対応に関わ
る医師、開業医との協力体制の構築＞、要支援状態を維持できることを意図して通いの場を活用
する、既存の枠組みにとらわれず支援したい住民の気持ちを大事にするなどの＜認知症の初期
段階の人と家族のケア資源を創る＞などが得られた。また、要介護認定を受けていなくても利用
できるケア資源がいろいろな形で広がっている状況を把握して＜認知症の初期段階で利用でき
る地域資源の継続的な把握と評価＞していた。新しい認知症事業の具体化に関しては、これまで
の事業の総括をして課題を検討して改正内容を積極的に情報収集するなど、＜これまでの実績
を踏まえて新しい認知症施策を落とし込む＞ことを検討していた。 
 これらの内容は、高齢者や開業医、介護予防事業者などのケア対象者と支援関係者に対して意
図をもって働きかけていることと、全体を俯瞰してケアシステムが目指すことの明確化、持続性
や評価をしている管理的な内容に大別できた。保健師は、高齢者の日常生活に影響をもたらす要
因の１つとして認知症を捉え、生活圏におけるさまざまな支援が維持され、認知症高齢者と家族
のためのケアとして継続できることを目指して活動していた。 
 また、新たな施策である初期集中支援推進事業については、当該自治体における目指す認知症
地域ケアのあり方を具体的に描いたうえで初期集中支援推進事業をどのように機能させるかを
検討し、事業を具体化することの重要性が示された。 
 
（３）認知症の早期支援における“予防”の考え方 
 本研究課題を設定した当初の問題意識である、認知症初期支援における“予防機能”について
考察した。 
調査協力が得られた保健師は、早期対応のための取り組みを振り返ることを通して、認知症に

関する地域住民の相談行動が変化していることをとらえていた。具体的には、以前にはなかった
ことだが高齢者本人が自分のこととして相談してくるようになった、以前はいろいろ話を聞い
たうえでやっと認知症のことを話題に挙げてくる傾向があったが今は相談の最初から認知症の
ことで相談したいとはっきり言ってもらえることが増えたなどであった。認知症初期集中支援
推進事業を具体化する取り組みにおいても、認知症の正しい理解を広める活動や高齢者サロン
の充実、支え手となる人と高齢者をつなぐコーデイネィトが行われていた。 
以上のことから、認知症高齢者を中心に据えた早期支援における「予防」とは、高齢者の孤立・



孤独を防ぐこと、家族の抱えこみを防ぐことという示唆が得られた。 
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